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論 文 の 要 旨 
通信販売は、日本にける小売高の5%を担い、業態別ではスーパー、コンビニに次いで、百貨
店と3位を争う一大販売業態となっている。通信販売は、対面販売とは異なり、商品と代金の受
け渡しにはタイムラグが生じるため、債権管理は複雑となる。特に、顧客が商品と共に送付され
た振込用紙にて支払う後払いでは、支払の遅延や未払いなどが生じており、債権管理が煩雑にな
ると共に、社会問題となっている。 
本論文は、通信販売において後払いを選択した注文情報と、当該注文の支払状況データを分析
する事で、どのような顧客や商品において未払いが生じやすいかを明らかにする注文情報評価手
法を提案している。さらには、この評価手法を用いて、注文情報を受け取った時点で当該注文を
行った顧客が、代金を支払う可能性を評価するシステムを構築し、実際の通信販売の現場に適用
し、この評価手法の有効性を示している。 
また本論文では、後払い債権の支払遅延に対して、支払状況データを分析する事で、遅延日数
のモデル化を行っている。さらには、支払が遅延した際に督促行為を行った債権と、督促行為を
行わなかった債権の支払状況を比較する事で、督促行為の効果について定量的に評価する手法を
提案している。 
本論文は、6章で構成されている。第1章では、本論文で取り上げる研究の背景と目的を述べ、
本研究の位置付けを示している。 
第2章では、通信販売業の背景と共に、通信販売の決済方法や売掛債権管理の課題、注文情報
に関する与信に関する先行研究をサーベイし、通信販売の債権管理に特化した研究が僅かしか存
在しないことを確認している。 
 第3章では、代金が支払われた注文情報と未払いとなった注文情報を比較する事で、未払いと
なる可能性が高い注文情報の特徴を明らかにしている。さらに第4章では、第3章で明らかにした
未払いとなる可能性の高い注文情報の特徴を、注文情報から検出し評価するシステムの構築方法
と、このシステムの評価を行っている。 
第5章では、督促を行った入金データと行わなかった入金データを分析し、督促の有無による
顧客入金状況の差異を明らかにすると共に、督促の効果を検証した結果を記載している。最後に
第6章では、結論として本研究の成果をまとめると共に、今後の取り組みについて述べている。 
 
審 査 の 要 旨 
【批評】 
通信販売は、顧客と対面しない特殊な販売方法であり、その債権管理にも通信販売特有の課題
が存在する。特に商品と共に送付した振込用紙にて顧客が商品代金を支払う後払い債権は、顧客
にとっては代金を支払う前に商品を確認できるという利点があるが、通信販売業者にとっては、
代金支払いの遅延や未払いなどの課題がある。本研究は、この課題を解決することを目的として
おり、社会のニーズに合致したテーマと言える。 
本研究では、先行研究をサーベイすることで通信販売に特化した研究が少ないことを確認して
いる。その上で、実際の通信販売の注文情報データと支払情報データを分析する事で、注文者や
送付先の氏名や住所、電話番号などの個人情報の個々の項目、注文された商品の種類や個数など
の項目において、未払いとなる可能性の高い記載方法を明らかにしている。さらには、明らかに
した記載方法をチェックするシステムを構築し、実際の通信販売の現場へ適用して、その有効性
を証明している。 
さらには、実際の入金データを分析する事で、入金日の予測モデルを構築している。また、督
促を行った入金データと行わなかった入金データを比較検討しつつ分析することで、督促の有無
による顧客入金状況の差異を明らかにすると共に、督促の効果を検証している。 
 以上、本学位論文は著者の実務家としての問題意識に裏付けされたものであり、研究の内容は、
博士（工学）を授与するに十分なものと判断する。 
【最終試験の結果】 
平成 29年 2月 6日、システム情報工学研究科において、学位論文審査委員の全員出席のもと、
著者に論文について説明を求め、関連事項につき質疑応答を行った。この結果とリスク工学専攻
における達成度評価による結果に基づき、学位論文審査委員全員によって、合格と判定された。 
【結論】 
上記の学位論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（工学）の学位を受けるに
十分な資格を有するものと認める。 
